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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第53期

第３四半期 
累計期間 

第54期
第３四半期 
累計期間 

第53期
第３四半期 
会計期間 

第54期 
第３四半期 
会計期間 

第53期

会計期間 

自平成22年
２月１日 

至平成22年 
10月31日 

自平成23年
２月１日 

至平成23年 
10月31日 

自平成22年
８月１日 

至平成22年 
10月31日 

自平成23年 
８月１日 

至平成23年 
10月31日 

自平成22年
２月１日 

至平成23年 
１月31日 

売上高（千円）  2,216,398  2,478,735  753,473  850,138  3,017,167

経常利益（千円）  340,305  322,213  127,098  118,491  463,134

四半期（当期）純利益（千円）  198,260  184,479  73,758  65,479  267,282

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －  －  －

資本金（千円） － －  1,087,250  1,087,250  1,087,250

発行済株式総数（千株） － －  6,669  6,669  6,669

純資産額（千円） － －  9,989,039  10,075,316  10,073,507

総資産額（千円） － －  10,576,357  10,641,686  10,707,206

１株当たり純資産額（円） － －  1,549.27  1,562.65  1,562.37

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 30.75  28.61  11.44  10.16  41.45

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

１株当たり配当額（円）  12.50  12.50  －  －  25.00

自己資本比率（％） － －  94.4  94.7  94.1

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 373,067  90,654 － －  553,245

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △57,770  △245,768 － －  △151,164

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △159,553  △159,927 － －  △161,444

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  591,727  361,580  676,621

従業員数（人） － －  118  117  118
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当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。  

   

  

該当事項はありません。 

   

  

提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しており

ます。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年10月31日現在

従業員数（人） 117 ( ) 176
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 当社は、電気制御機器の製造加工及び販売事業のみであるため、生産、受注及び販売の状況につきましては、製品

分類ごとに記載しております。 

(1）生産実績 

 当第３四半期会計期間における生産実績を製品分類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格で表示しております。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当第３四半期会計期間における受注状況を製品分類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格で表示しております。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当第３四半期会計期間における販売実績を製品分類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．輸出高については、総販売実績に占める割合が10％未満であるため、省略しております。 

２．前第３四半期会計期間及び当第３四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績

に対する割合は次のとおりであります。 

３．上記金額には消費税等は含まれておりません。  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

製品分類 
当第３四半期会計期間

（自 平成23年８月１日 
至 平成23年10月31日） 

前年同四半期比（％）

制御用開閉器（千円）  221,481  21.8

接続機器（千円）  503,797  34.8

表示灯・表示器（千円）  110,107  △0.4

電子応用機器（千円）  158,273  38.7

合計（千円）  993,659  27.3

製品分類 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

制御用開閉器  192,145  △0.3  95,200  10.5

接続機器  351,038  3.1  115,883  9.9

表示灯・表示器  117,026  27.9  48,551  34.3

電子応用機器  112,750  △2.1  98,073  0.4

合計  772,961  4.5  357,709  9.9

製品分類 
当第３四半期会計期間

（自 平成23年８月１日 
至 平成23年10月31日） 

前年同四半期比（％）

制御用開閉器（千円）  214,930  13.4

接続機器（千円）  379,406  16.4

表示灯・表示器（千円）  106,683  △2.1

電子応用機器（千円）  149,118  15.7

合計（千円）  850,138  12.8

相手先 

前第３四半期会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

当第３四半期会計期間
（自 平成23年８月１日 
至 平成23年10月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

菱電商事株式会社  85,960  11.4  107,854  12.7
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当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。  

  

(1) 業績の状況 

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、サプライチェーン（供給網）の早期復旧による生産活動の再 

開や復旧・復興需要に伴い企業の設備投資も緩やかに回復するなど、東日本大震災による景気後退局面から脱し

つつあります。しかし、史上最高値を更新した急激な円高や欧州金融不安等により、景気の先行きは不透明感を

増してきております。  

 このような状況のもとで、国内では電力や電鉄・車両業界、海外では台湾や東南アジアなどのアジア地域へ営

業活動を積極的に進めた結果、高速鉄道変電設備や受変電・受配電設備向け製品の販売が好調に伸び、復旧・復

興以外の電力会社向け製品の販売も堅調に推移したことから、当第３四半期会計期間の売上高は、850百万円

（前年同期比12.8％増）となりました。  

 また、利益面におきましては、新たに稼働したみなみ草津工場の人件費及び減価償却費等経費の増加に加え、

原油価格や非鉄金属価格の上昇による原材料費の増加により、営業利益は113百万円（前年同期比6.1％減）、経

常利益は118百万円（前年同期比6.8％減）、四半期純利益は65百万円（前年同期比11.2％減）となりました。  

  

当第３四半期会計期間における売上高の状況は次のとおりであります。 

なお、当社は、電気制御機器の製造加工及び販売事業のみであるため、生産、受注及び販売の状況につきまし

ては、製品分類ごとに記載しております。 

（制御用開閉器）  

国内電力会社向け遮断器用補助スイッチが急増したほか、国内外で受変電・配電設備向けカムスイッチ

が好調に推移したことから、売上高は214百万円（前年同期比13.4％増）となりました。 

（接続機器）  

国内外で受配電盤向け試験用端子が前年同期比40％以上の伸びを示したほか、ねじアップ式端子台やコ

ントロールセンタ用ジャック等が好調に推移、東日本大震災の復旧・復興需要にも下支えされ、売上高は

379百万円（前年同期比16.4％増）となりました。 

（表示灯・表示器）  

中近東向けで、ＬＥＤ表示灯は好調に推移しましたが、前年好調であった変電設備向け落下式故障表示

器が前年同期比30％以上減少したほか、国内向け押しボタン式交通信号機用表示器が低調であったことか

ら、売上高は106百万円（前年同期比2.1％減）となりました。 

（電子応用機器）  

前年好調であった電力会社向け配電自動化子局用設定パネルは減少しましたが、国内新幹線網の整備効

果により、高速鉄道変電設備向けインターフェイスユニットやＩ／Ｏターミナルが好調に推移したこと

で、売上高は149百万円（前年同期比15.7％増）となりました。 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態 

① 資産 

当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末比65百万円減少し、10,641百万円となりまし

た。主な要因は、現金及び預金の減少515百万円、有価証券の増加403百万円、みなみ草津工場の建屋、ク

リーンルーム用エアシャワー、太陽光発電システムなどの増加791百万円及び工場建設等に関する建設仮勘

定の減少529百万円を含む有形固定資産の増加167百万円並びに投資有価証券の減少443百万円等によるもの

であります。  

② 負債 

当第３四半期会計期間末における負債は、前事業年度末比67百万円減少し、566百万円となりました。主

な要因は、買掛金の増加33百万円、未払法人税等の減少76百万円及び賞与引当金の増加39百万円等による

ものであります。 

③ 純資産 

当第３四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末比１百万円増加し、10,075百万円となりまし

た。要因は、利益剰余金の増加23百万円及び評価・換算差額等の減少21百万円によるものであります。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期会計期間末に

比べ44百万円増加し、当第３四半期会計期間末には361百万円（前年同四半期末残高591百万円）となりました。

  

各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

当第３四半期会計期間において営業活動による資金の増加は、87百万円（前年同期比2.1％増）となりま

した。主なプラス要因は、税引前四半期純利益111百万円、減価償却費80百万円及び売上債権の減少54百万

円であり、主なマイナス要因は、たな卸資産の増加101百万円及び法人税等の支払額101百万円でありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

当第３四半期会計期間において投資活動による資金の増加は、36百万円（前年同期は173百万円の減少）

となりました。主な要因は、定期預金の払戻による収入100百万円（同預入による支出との純額）、新製品

の金型製作をはじめとする金型投資14百万円を含む有形固定資産の取得による支出50百万円によるもので

あります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

当第３四半期会計期間において財務活動による資金の減少は、79百万円（前年同期比0.3％増）となりま

した。要因は、配当金の支払額79百万円によるものであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第３四半期会計期間における研究開発活動の金額は、31百万円であります。 

なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  
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(1）主要な設備の状況 

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。   

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

   

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  26,676,000

計  26,676,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年10月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年12月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  6,669,000  6,669,000
東京証券取引所 

（市場第二部） 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は100

株でありま

す。 

計  6,669,000  6,669,000 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高(株) 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年８月１日～

平成23年10月31日  
 －  6,669,000  －  1,087,250  －  1,704,240

(6)【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成23年７月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。  

  

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれておりま

す。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれておりま

す。 

  
②【自己株式等】 

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。  

  

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

  

(7)【議決権の状況】

  平成23年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式      221,400 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他）  普通株式   6,446,000  64,460 同上 

単元未満株式  普通株式        1,600 － 同上 

発行済株式総数  6,669,000 － － 

総株主の議決権 －  64,460 － 

  平成23年10月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

不二電機工業株式

会社 

京都市中京区御池

通富小路西入る東

八幡町585番地 

 221,400  －  221,400  3.32

計 －  221,400  －  221,400  3.32

２【株価の推移】

月別 
平成23年 
２月 

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

最高（円）  909  935  930  929  930  961  962  940  930

最低（円）  891  710  870  901  883  916  907  901  894

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期会計期間（平成22年８月１日から平成22年10月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成22

年２月１日から平成22年10月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

23年８月１日から平成23年10月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成23年２月１日から平成23年10月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成22年８月１日から平成

22年10月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成22年２月１日から平成22年10月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成23年８月１日から平成23年10月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成23

年２月１日から平成23年10月31日まで）に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レ

ビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。  

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成23年10月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成23年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,461,580 4,976,621

受取手形及び売掛金 1,231,707 1,125,781

有価証券 403,440 －

製品 151,259 107,751

仕掛品 352,565 236,418

原材料 361,613 303,257

その他 71,284 74,499

流動資産合計 7,033,451 6,824,329

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,163,003 513,218

土地 1,357,427 1,357,427

その他（純額） 309,531 791,532

有形固定資産合計 ※  2,829,963 ※  2,662,178

無形固定資産 27,548 17,144

投資その他の資産   

投資有価証券 726,336 1,169,728

その他 24,385 33,825

投資その他の資産合計 750,722 1,203,554

固定資産合計 3,608,234 3,882,876

資産合計 10,641,686 10,707,206
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成23年10月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成23年１月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 112,148 78,216

短期借入金 180,000 180,000

未払法人税等 33,848 110,640

賞与引当金 84,254 44,387

役員賞与引当金 13,230 22,380

その他 101,423 127,171

流動負債合計 524,905 562,796

固定負債 41,464 70,903

負債合計 566,369 633,699

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,087,250 1,087,250

資本剰余金 1,704,240 1,704,240

利益剰余金 7,361,733 7,338,444

自己株式 △113,321 △113,321

株主資本合計 10,039,901 10,016,612

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 35,414 56,894

評価・換算差額等合計 35,414 56,894

純資産合計 10,075,316 10,073,507

負債純資産合計 10,641,686 10,707,206
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（２）【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年10月31日) 

売上高 2,216,398 2,478,735

売上原価 1,314,647 1,579,682

売上総利益 901,750 899,053

販売費及び一般管理費 ※  583,668 ※  598,253

営業利益 318,082 300,799

営業外収益   

受取利息 16,845 13,745

受取配当金 2,801 2,840

その他 4,598 7,652

営業外収益合計 24,245 24,238

営業外費用   

支払利息 2,022 1,997

その他 － 827

営業外費用合計 2,022 2,824

経常利益 340,305 322,213

特別損失   

固定資産除却損 645 234

投資有価証券評価損 － 7,170

特別損失合計 645 7,404

税引前四半期純利益 339,660 314,808

法人税等 141,399 130,329

四半期純利益 198,260 184,479
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【第３四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成23年８月１日 
 至 平成23年10月31日) 

売上高 753,473 850,138

売上原価 441,749 543,466

売上総利益 311,724 306,672

販売費及び一般管理費 ※  190,787 ※  193,133

営業利益 120,936 113,538

営業外収益   

受取利息 5,422 4,428

その他 1,411 2,024

営業外収益合計 6,834 6,453

営業外費用   

支払利息 672 672

その他 － 827

営業外費用合計 672 1,500

経常利益 127,098 118,491

特別損失   

固定資産除却損 10 14

投資有価証券評価損 － 7,170

特別損失合計 10 7,184

税引前四半期純利益 127,087 111,307

法人税等 53,329 45,827

四半期純利益 73,758 65,479
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 339,660 314,808

減価償却費 141,244 209,089

賞与引当金の増減額（△は減少） 35,275 39,867

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △2,031 △9,150

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △59,624 －

受取利息及び受取配当金 △19,647 △16,585

支払利息 2,022 1,997

有形固定資産除却損 645 234

投資有価証券評価損益（△は益） － 7,170

売上債権の増減額（△は増加） △96,365 △105,925

たな卸資産の増減額（△は増加） 39,277 △218,011

仕入債務の増減額（△は減少） 32,701 33,932

長期未払金の増減額（△は減少） 58,744 △17,280

その他 235 41,538

小計 472,139 281,684

利息及び配当金の受取額 24,483 20,800

利息の支払額 △2,015 △2,012

法人税等の支払額 △121,539 △209,817

営業活動によるキャッシュ・フロー 373,067 90,654

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △6,600,000 △5,900,000

定期預金の払戻による収入 6,900,000 6,100,000

有価証券の売却及び償還による収入 500,000 －

有形固定資産の取得による支出 △354,169 △430,896

無形固定資産の取得による支出 △2,576 △14,385

投資有価証券の取得による支出 △500,325 △486

その他 △699 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △57,770 △245,768

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △91 －

配当金の支払額 △159,461 △159,927

財務活動によるキャッシュ・フロー △159,553 △159,927

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 155,743 △315,040

現金及び現金同等物の期首残高 435,984 676,621

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  591,727 ※  361,580

- 14 -



  

  

  

該当事項はありません。 

  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期累計期間 

（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号 平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用してお

ります。 

 これによる、損益に与える影響はありません。 

【表示方法の変更】

当第３四半期会計期間
（自 平成23年８月１日 
至 平成23年10月31日） 

（四半期貸借対照表関係） 

 前第３四半期会計期間において、有形固定資産の「その他（純額）」に含めて表示しておりました「建物（純額）」

は、資産総額の100分の10を超えたため、当第３四半期会計期間より区分掲記することとしました。なお、前第３四半

期会計期間の有形固定資産の「その他（純額）」に含まれる「建物（純額）」は522,406千円であります。  

 前第３四半期会計期間において区分掲記しておりました固定負債の「長期未払金」（当第３四半期会計期間末残高は

41,464千円）は、金額的重要性に乏しいため、当第３四半期会計期間より「固定負債」に一括掲記することとしまし

た。  

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期累計期間 

（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項

目を重要なものに限定する方法によっております。 

 また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に

経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる

場合に、前事業年度決算において使用した将来の業績予想やタックス・プラ

ンニングを利用する方法により算定しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末 
（平成23年10月31日） 

前事業年度末 
（平成23年１月31日） 

※  有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。  

4,282,841 ※  有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。  

4,091,647

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年10月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

給料 千円196,422

賞与引当金繰入額 千円43,266

退職給付費用 千円16,806

役員賞与引当金繰入額 千円13,218

役員退職慰労引当金繰入額 千円1,040

給料 千円191,815

賞与引当金繰入額 千円45,129

退職給付費用 千円16,626

役員賞与引当金繰入額 千円13,230

  

前第３四半期会計期間 
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成23年８月１日 
至 平成23年10月31日） 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

給料 千円63,775

賞与引当金繰入額 千円20,204

退職給付費用 千円3,201

役員賞与引当金繰入額 千円5,593

給料 千円64,042

賞与引当金繰入額 千円20,923

退職給付費用 千円3,555

役員賞与引当金繰入額 千円4,400

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年10月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成22年10月31日現在）

 （千円）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成23年10月31日現在）

 （千円）

  

現金及び預金勘定 5,091,727

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △4,500,000

現金及び現金同等物 591,727

現金及び預金勘定 4,461,580

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △4,100,000

現金及び現金同等物 361,580
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当第３四半期会計期間末（平成23年10月31日）及び当第３四半期累計期間（自平成23年２月１日 至平成23年

10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式  6,669,000株 

   

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式  221,408株 

   

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

   

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額  

(2) 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が第３四半期会計期間末後とな

るもの  

該当事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間末（平成23年10月31日) 

前事業年度の末日に比べ著しい変動がないため、記載を省略しております。 

  

その他有価証券で時価のあるものの四半期貸借対照表計上額について、前事業年度と比べて著しい変動はあり

ません。 

  

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

   

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年４月26日 

定時株主総会 
普通株式 80,594 12.50 平成23年１月31日 平成23年４月27日 利益剰余金 

平成23年９月８日 

取締役会 
普通株式 80,594 12.50 平成23年７月31日 平成23年10月５日 利益剰余金 

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）
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当第３四半期会計期間末（平成23年10月31日） 

該当事項はありません。  

  

当社は、電気制御機器の製造加工及び販売事業のみであるため、セグメントの記載を省略しております。  

  

（追加情報） 

 第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

当第３四半期会計期間末（平成23年10月31日） 

当社は、賃貸等不動産を所有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため記載を省略しており

ます。  

（資産除去債務関係）

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（賃貸等不動産関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

  

平成23年９月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 (イ) 中間配当による配当金の総額 ………………………… 80,594千円 

 (ロ) １株当たりの金額 ………………………………………… 12円50銭 

 (ハ) 中間配当の効力発生日（支払開始日） ……… 平成23年10月５日 

（注）平成23年７月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。 

（１株当たり情報）

当第３四半期会計期間末 
（平成23年10月31日） 

前事業年度末 
（平成23年１月31日） 

１株当たり純資産額 1,562.65円 １株当たり純資産額 1,562.37円

前第３四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年10月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 30.75円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 28.61円

  
前第３四半期累計期間

（自 平成22年２月１日 
至 平成22年10月31日） 

当第３四半期累計期間
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

四半期純利益（千円）  198,260  184,479

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  198,260  184,479

期中平均株式数（千株）  6,447  6,447

前第３四半期会計期間 
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成23年８月１日 
至 平成23年10月31日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 11.44円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 10.16円

  
前第３四半期会計期間

（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

当第３四半期会計期間
（自 平成23年８月１日 
至 平成23年10月31日） 

四半期純利益（千円）  73,758  65,479

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  73,758  65,479

期中平均株式数（千株）  6,447  6,447

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

  平成22年12月８日

不二電機工業株式会社 

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ  

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 山田 美樹  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 鈴木 朋之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている不二電機工業株

式会社の平成22年２月１日から平成23年１月31日までの第53期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年８月１日から平

成22年10月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年２月１日から平成22年10月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、不二電機工業株式会社の平成22年10月31日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

財務諸表に添付する形で別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータは含まれておりません。  



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

  平成23年12月８日

不二電機工業株式会社 

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ  

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 山田 美樹  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 鈴木 朋之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている不二電機工業株

式会社の平成23年２月１日から平成24年１月31日までの第54期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年８月１日から平

成23年10月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年２月１日から平成23年10月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、不二電機工業株式会社の平成23年10月31日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

財務諸表に添付する形で別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータは含まれておりません。  
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